
糸島市長期総合計画後期基本計画重点プロジェクトロードマップ 

 

 

 

 

平成２６年度以降、社会増減はプラスに転じ、人口減少に歯止めがかかりつつあるものの、人口は１０万人前後を推移している状況です。 

国も地方創生を推進し、首都圏から地方への人の流れを創り出そうとしており、持続可能なまちづくり、地域づくりを行っていくには、一定の人口の維持や増加を

図っていかなければなりません。 

そこで、他の重点プロジェクト等で本市も総合力を高めながら、次の２つを基本戦略とし、本市への関心を高め、来てもらい、そして移住・定住につなげ、将来に

渡り持続したまちづくりが行える人口の確保を目指します。 

【 基本戦略 】 

    

 

 

 

 
 
  ≪基本戦略の流れと実施事業≫  

 

 

 

 

＜ステップ１事業＞ 
◆子育て世代応援サイト“いとネット”運営事業 

◆定住促進情報発信事業 

◆ＵＩＪターン「職住余暇」相談会事業 
◆いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 
◆糸島生活体験事業“いとしまちょっと暮らし” 

◆移住促進豊かさ実感バスツアー事業 

・移住候補地支援システム 
 
 
 

＜ステップ２事業＞ 

◆定住コーディネート事業 

◆糸島市マイホーム取得奨励金 

＜ステップ３事業＞ 

 

※「◆」当該プロジェクトに直接該当する実計事業  「◇」その他の実計事業で関連があるもの  「・」実計事業以外で関連があるもの 

移住支援プロジェクト（29～31 年度実計） 

 

ステップ１：情報収集を強化し、必要な人に、必要な情報を、必要なときに提供できるようにするとともに、移住に繋がる滞在や体験等の充実を図ります。 

ステップ２：移住を後押しする取組の強化を図り、住んで良かったと思える移住に繋げていきます。 

ステップ３：地域との繋ぎだけでなく、定住に向けたフォローにもしっかりと取り組み、住み続けてもらえるようにしていきます。 

基本戦略① 関心・滞在・移住の取組強化による移住促進 

≪今後の方向≫ 

・移住に必要な「住」と「職」の情報を収集できる仕組みを検討し、情報を発信していきます。 

・メインターゲットである福岡都市圏の子育て世代に向けて情報発信の強化に取り組みます。 

・トライアルステイやバスツアーの取組内容等を検討し、移住に繋がる滞在・体験を充実します。 

・他の重点プロジェクトと連携しながら、定住コーディネート事業等の強化を図り、定住に向けたフォロ

ーを充実させていきます。 

情報発信の強化と滞在・体験の充実 年度：28・29・30・31・32 

移住のサポート 年度：28・29・30・31・32 

定住のフォロー 年度：30・31・32 

ステップ１ 

ステップ２ 

ステップ３ 
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糸島市長期総合計画後期基本計画重点プロジェクトロードマップ 

 

 

    

 

 

 

 
 

  ≪基本戦略の流れと実施事業≫  

 

 

 

 

＜ステップ１事業＞ 

◇定住コーディネート事業 

・空き家バンク事業 

・空き家相談会 

◆二丈コミュニティプラザ整備事業 

◆ヤングシニア生きいきプロジェクト（スポーツチャ

レンジ事業） 

◆地方バス路線運行事業（九大線以外） 

◇テニスコート改修整備事業 

 

 

＜ステップ２事業＞ ＜ステップ３事業＞ 

※「◆」当該プロジェクトに直接該当する実計事業  「◇」その他の実計事業で関連があるもの  「・」実計事業以外で関連があるもの 

 

【 実計 事業費 】 

実計事業費（◆のみ） 
２９年度 ３０年度 ３１年度 

185,152 千円 187,048 千円 175,070 千円   

 

 

ステップ１：住環境の整備に継続的に取り組みなから、移住者の受け皿として、市内の空き家の有効活用を図っていきます。 

ステップ２：駅の近接部や農村集落内の住宅地の供給促進に取り組みます。 

ステップ３：前原東土地区画整理事業に続く、受け皿の候補地選定や推進体制の構築に取り掛かります。 

 

基本戦略② 住みたいと思える住環境の整備 

≪今後の方向≫ 

・公共施設等総合管理計画を踏まえながら、公園等の住環境整備に継続的に取り組みます。 

・定住コーディネート事業の強化などにより、空き家情報を収集するシステムを確立すると

ともに、空き家の所有者に働きかけを行いながら、空き家の有効活用を図っていきます。 

・駅の近接部や農村集落内の住宅地の供給拡大に向けた取組を行います。 

・新たな受け皿整備に向けた候補地の選定や推進体制の構築などに取り組みます。 

空き家の活用と住環境の整備 年度：28・29・30・31・32 

住宅地の供給促進 年度：29・30・31・32 

新たな受け皿の整備推進 年度：30・31・32 

ステップ１ 

ステップ２ 

ステップ３ 
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糸島市長期総合計画後期基本計画重点プロジェクトロードマップ 

 

 

【 目 標 】 

成 果 指 標 基準（26 年度） 29 年度 30 年度 31 年度  最終目標（32 年度） 

転入者数（基準年から過去５年間

の累計） 

17,614 人 

（住民基本台帳） 

（22～26 年度） 

4,000 人 

（住民基本台帳） 

（29 年度のみ） 

4,000 人 

（住民基本台帳） 

（30 年度のみ） 

4,000 人 

（住民基本台帳） 

（31 年度のみ） 

 20,000 人 

（住民基本台帳） 

（28～32 年度） 
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例

人件費（B） 4,350 4,350 0
人件費割
合(%)

58.3

総コスト（A＋B） 7,473 7,457 0
総コスト
計

14,930

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

事業費（A）
3,123 3,107 0 6,230

事業費内訳
（主なもの）

情報発信等業務委託料：
1,200 、HP保守管理費：
570、HPサーバー・ドメイ
ン移管216、広告掲載：
200、印刷製本：837

情報発信等業務委託料：
1,400、HP保守管理費：
570、広告掲載：200、印刷
製本：837

従事職員数(人) 0.5 0.5
平均人件
費

8,700

その他
1,562 1,554 3,116

一般財源

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
1,561 1,553 3,114

県支出金

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島市内及び福
岡都市圏の子育
て世代

子育て世代に限定した
サービスや定住情報の収
集

活動指標 サイト登録者数（人） 0 5,300 7,000

成果指標 人口の社会増減（人） 191 191 300

事 業 内 容

　糸島市内や福岡都市圏の子育て世代を会員登録し、協
賛企業と結ぶことで、会員が協賛店から特別サービスを受
けられる子育て世代応援サイト”いとネット”を運営。市は、
このサイトを通じ、子育てやイベントの情報をダイレクトに情
報発信可能。福岡都市圏の子育て世代へのピンポイントな
情報発信により、本市への定住促進に繋げる。
　平成29年度から、協賛店レポート作成・発信、イベント実
施などの事業運営の一部を民間に委託するとともに、より
安価なサーバーへの切り替えを行う。

進捗状況
・
現状

　平成27年9月1日にサイト開設。
　平成29年1月26日現在、会員
5,536人（うち糸島市民3,431人、そ
れ以外2,105人）、協賛店155店舗
（うち市内48店舗）、2週間に一度の
割合でメルマガ送信。
　平成28年度は、糸島市内の協賛
店拡大に努めている。

事業期間 平成２７年度～平成３０年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 11,302 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

11,302

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費 6,063 千円 6,063 千円

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　①　子どもを安心して生み育てられる環境の充実を図る

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト、移住支援プロジェクト

事 業 名 糸島市子育て世代応援サイト”いとネット”運営事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　福岡都市圏の子育て世代をターゲットとしたサービス提
供及び定住情報の発信を行うことで、本市への定住を促進
する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

平成30年度 平成31年度

千円

854 1,708
国庫支出金

予算科目

（うち市予算化分）

現在値

（単位：千円）

財
源
内
訳

地方債

総コスト（A＋B） 4,318 4,318 0
総コスト
計

8,636

854

県支出金

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　①　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事 業 名 移住促進豊かさ実感バスツアー事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　本市での暮らしを具体的にイメージし、豊かさを実感して
もらうことで、本市への移住を実現化する。 事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

　本市への移住促進を図るため、遠方在住者、近隣在住
者、九大教職員向けの3つのバスツアーを実施（民間に委
託、一部参加費徴収）。
【遠方在住者向け】【近隣在住者向け】
　筑前前原駅発着の1泊2日のバスツアー。市内の主な観
光地、産直市場、住宅開発団地などを巡り、地元食材を活
かした食事を提供。併せて、市からの移住説明会、本市に
移住をした経験者との意見交換の場を設定。
【九大教職員向け】
　箱崎キャンパス、伊都キャンパス、前原駅発着の日帰りツ
アー。糸島市在住の九州大学教職員との意見交換の場を
設ける。

進捗状況
・
現状

　本市の認知度は向上しているが、
移住相談者の中には、本市を実際
に訪れたことのない人も多い。
　遠方在住者、近隣在住者、九大教
職員向けと、ターゲットを絞った定住
策が大切。
　トライアルステイに9～10倍の申請
あり。抽選に漏れた人も多いため、
代替策として本市を訪れてもらえる
策が求められる。
　市内には、地元密着情報や魅力
を伝えることのできる旅行社が存在。

事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 3,952 千円
3,952

款 項 目

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

4,200 千円 4,200 千円

最終目標値

移住検討者
糸島での豊かな暮らしの実
感と、移住の実現

活動指標 ツアー参加者数（人） 0 0 60

成果指標
ツアー参加者のうちの実際の
転入者数（人）

0 0 10

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

平成29年度 合計

事業費（A）
1,708 1,708 0 3,416

一般財源
854 854

その他

1,708

事業費内訳
（主なもの）

消耗品費：33、印刷製
本費：19、通信運搬費：
46、委託料：1,610

消耗品費：33、印刷製
本費：19、通信運搬費：
46、委託料：1,610

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

60.4

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

1/2

10,940

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

主に福岡都市圏
西部で住宅取得
を検討している人

本市を定住の候補地として
認知

活動指標 年間ガイドブック配布数（冊）

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

1,013

78 300

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 糸島市定住促進情報発信事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　定住関連施策等を効果的・積極的に情報発信することに
より、本市への定住を促進する。 糸島市

事 業 内 容

　ホームページやパンフレット等に加えて、福岡市中心部
で働く人たちに、効果的に糸島市の情報を発信するため、
駅構内・空港等でポスター掲示する。
⇒ポスターデザインについては、別途、九州大学芸術工学
部との共同研究の中で作成してもらう予定（組織対応型連
携活用予定）。
　住宅展示場でイベントを開催し、住宅購入を検討してい
る人に効果的に糸島市の情報を発信する。
　転勤者の獲得に向け、福岡支社への企業訪問に取り組
む。

総事業費 6,707 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

8,817 千円

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

施　策 　①　良好な住環境を創出する

会計種類

977

9000

5,470 5,470

9,000

直営

平成２８年度 ～ 平成３０年度（３年間） 一般会計

　人口移動は、転入、転出とも福岡
市西区・早良区が最も多い。今後も
増加が予測されている福岡市西部
から本市に人口を呼び込むには、効
果的・積極的な情報発信により、糸
島市を定住の候補地として認知して
もらう必要がある。
　関東関西からの転勤者の居住推
進に取り組む必要ある。

実施方法

進捗状況
・
現状

成果指標 年間社会増減数（人） 191

合計

款 項 目

6,707

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

8,817

10,000

2,026

3,980

広告掲載手数料：830、印刷
製本費：936、消耗品費：139、
旅費：35、報償費：50

1,990 1,990

3,480 3,480 0
人件費割
合(%)

63.6

0

広告掲載手数料：830、印刷
製本費：936、消耗品費：139、
旅費：35、報償費：50

人件費（B）

0
総コスト
計

糸島市定住・ブランド基金条例

総コスト（A＋B）

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

糸島市定住・ブランド基金 その他

1,013

従事職員数(人) 0.4 0.4

977 1,954

事業期間

事業主体

千円
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

従事職員数(人) 0.5 0.6 0.6

人件費（B） 4,350 5,220

転入者及び市民 人口の維持・増加
活動指標 奨励金認定件数（件）

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
93,382 249,013

事 業 内 容

　平成 ２７年１月２日から平成３１年３月３１日（４年３月）まで
の間で、市内に住宅を取得（新築・中古）し定住する場合
に、建物にかかる固定資産税相当額を３年間補助する。
　補助金は、市内消費を促すため、固定資産税相当額を
商工会商品券で交付する。

総事業費 471,858 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

471,858

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

505,673 千円 505,673 千円

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 糸島市マイホーム取得奨励金 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　人口を維持・増加させるには、人口の囲い込み競争（地
域間競争）に競り勝つ必要がある。消費増税、土地区画整
理事業、九大移転と人口が大きく動く３つの契機に、確実
に人口を囲い込むため、住宅取得奨励金制度を期間を定
めて実施する。

糸島市

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

合計

施　策 　①　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト、移住支援プロジェクト

事業主体

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

　ハウスメーカー・宅建業協会などへの聴き取
りでは、住宅取得を補助する制度が、住宅取
得の後押しに有効との見解。
　また、福岡銀行が本制度創設に合わせ、本
市で住宅を取得した人に対して住宅ローンの
優遇金利を適用する制度を実施。
　H28年度の申請者件数505件、うち、転入
280件（876人）、建替・市内転居：225件（784
人）。新築378件、中古127件。奨励金申請額
は、2,899万円（平均57,400円）となっている。

事業期間

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

平成２６年度 ～ 平成３４年度（９年間） 会計種類 一般会計

0 505 3,060

成果指標 ４年３月の増加人口（人） 0 0 879

62,249 93,382 93,382 249,013

報償費：60,340
委託料：930
臨時職員賃金：979

報償費：90,510
委託費：1,404
臨時職員賃金：1,468

報償費：90,510
委託費：1,404
臨時職員賃金：1,468

人件費割
合(%)

5.6

総コスト（A＋B） 66,599 98,602 98,602
総コスト
計

263,803

62,249 93,382

5,220
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

合計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

転入希望者 本市への転入
活動指標 相談会来場者数（組）

成果指標 年間社会増減数（人） 78 78 300

0 24 45

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 糸島市ＵＩＪターン相談会 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　本市での生活（糸島ライフ）をＰＲするとともに、移住の
ハードルとなる「仕事」と「住まい」の２つのハードルを下げ
ることで、首都圏在住者の本市への転入を促進する。

糸島市

一部委託

施　策 　①　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業主体

実施方法

進捗状況
・
現状

　首都圏在住者は、本市の自然環境に
魅力を感じており、本市の移住・定住の
ターゲットである。
　移住する際に障害となるものは「仕事」
と「住まい」であり、この２つのハードルを
下げることが必要である。
　また、本市での生活にリアリティを持た
せるために、実際の転入者の声は有効
な手段である。
　平成28年度の相談会には、24組（37
人）の来場者があった。

事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度（３年間）

事 業 内 容

　首都圏で開催される「移住・定住フェア」に参加して本市
をＰＲするとともに、市内企業等の地場企業による「就職相
談」、転入者による「糸島ライフの紹介」を同時に行い転入
を促進する。
　対象者：首都圏在住のＵＩＪターン希望者
　開催場所：東京都内

総事業費 5,391 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

5,391

2

会計種類 一般会計

1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

5,365 千円 5,365 千円

914 914 1,828

従事職員数(人) 0.3 0.3

1,215 1,275 2,490

2,129 2,189 0 4,318
旅費：420千円
会場借上料：173千円
印刷製本費：71千円
委託料：1,440千円

旅費：480千円
会場借上料：173千円
印刷製本費：71千円
委託料：1,440千円

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割
合(%)

54.7

総コスト（A＋B） 4,739 4,799 0
総コスト
計

9,538

特定財源の名称
（使途が定められた財源）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

転入希望者 本市への転入
活動指標 体験受入組数（組）

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 “糸島生活”体験事業「いとしまちょっと暮らし」 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　本市での生活を２～３週間程度体験してもらい、体験者
の転入のきっかけづくりにしてもらうとともに、本市の魅力、
課題などを把握する。また、体験者の声として情報発信す
ることにより、本市の認知度を向上させて転入を促進する。

糸島市

事 業 内 容

　人口減少校区にある空き家を借上げ、転入を検討してい
る人を体験者として募集し、２～３週間程度滞在してもらう。
　対象者は、いとネット会員（うち、市外会員約2000人）及
び過去の移住相談者とする。
　体験者募集時に、アンケート調査を行ってニーズを把握
するとともに、より転入の可能性が高い応募者を選定する。
　体験宿泊中や終了後に日記、アンケート調査とインタ
ビュー調査を実施し、情報発信と共に、今後の定住促進施
策に活用する。

総事業費 6,876 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目
6,876

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

7,356 千円 7,356 千円

78 78 300

1,492 1,492 2,984

合計

施　策 　①　良好な住環境を創出する

事業主体

会計種類 一般会計

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

実施方法 一部委託

進捗状況
・
現状

　本市の移住・定住施策のメイン
ターゲットは、福岡市西部（西区・早
良区・城南区・中央区）の30～40代
ファミリー層、首都圏からのＵＩＪター
ン者である。平成28年度は、8組の
募集に対し、90組の応募があった。
いとネット会員及び過去の移住相談
者に対象者を限定することで、高い
費用対効果を期待できる。

事業期間 平成２８年度 ～ 平成３０年度（３年間）

0 1 17

成果指標 年間社会増減数（人）

1,492 1,492 2,984

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

総コスト（A＋B） 4,724 4,724 0
総コスト
計

9,448

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

人件費（B） 1,740 1,740 0
人件費割
合(%)

36.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

従事職員数(人) 0.2 0.2

2,984 2,984 0 5,968

委託料：2,984千円 委託料：2,984千円

事業費（A）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

従事職員数(人) 0.2

人件費（B） 1,740

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 定住コーディネート事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　空き家の掘り起し、生活密着情報の発信、転入相談等を
行い、転入希望者と地域をマッチングすることにより、特に
人口減少地域における人口の維持増加を図る。

糸島市

事 業 内 容

　生活密着情報の発信 ： 行政区毎に、地域の魅力、住んで
いる人の魅力、通勤通学、買い物などの情報を発信する。
　定住支援嘱託員の設置 ： 転入希望者に対してワンストップ
で、転入相談や生活密着情報を提供する。
　地域コーディネーターの設置 ： 人口減少校区に、地域コー
ディネーターを設置し、定住支援嘱託員と連携した地域の案
内等、転入希望者と地域との調整を行う。
　空き家の利活用等 ： 空き家調査、相談会を行い、空き家の
利活用を促進するとともに、移住相談会を開催して本市への
移住を促進する。

総事業費 16,819 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

16,819

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

16,756 千円 16,756 千円

実施方法 一部委託

進捗状況
・
現状

　転入希望者から電話や窓口等で
転入相談があっても、地域に繋げな
い状況。
　定住支援嘱託員を設置して、転入
相談や空き家の発掘等を行ってい
る。
　平成28年6月にモデル校区3校区
に地域コーディネーターを配置し
て、転入希望者に対する生活密着
情報の提供等を行っている。

事業期間 平成２７年度 ～ 平成２９年度（３年間） 会計種類 一般会計

施　策 　①　良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業主体

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

0 3 10

成果指標
定住コーディネート事業による
転入者の獲得

0 5 50
転入希望者 希望する地域への転入

活動指標 地域コーディネーターの設置

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

合計

2,349 2,349

2,350 2,350

0 0
人件費割
合(%)

27.0

4,699 0 0 4,699

報酬：2,184千円、報償
費：1,763千円、委託料：
638千円、役務費：81千
円、需用費：33千円

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例

総コスト（A＋B） 6,439 0 0
総コスト
計

6,439

特定財源の名称
（使途が定められた財源）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

8 4 2昨年度の実施計画に
計上した総事業費

－ 千円 － 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

深江校区地域住民 利用しやすい公園
活動指標

二丈コミュニティプラザ面積
(㎡）

総事業費 22,000 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目
22,000

7,212 7,212 9,774

成果指標

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

事 業 名 二丈コミュニティプラザ整備事業 担当部課 建設都市部 都市計画課

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

　平成28年6月議会において請願が
採択されており、市民の憩いの場と
なる施設の整備を行う。
　平成29年度の前期に生涯学習課
にて旧深江公民館を解体される予
定であり、その後駐車場及び広場の
整備を行う予定。事業費については
社会資本整備総合交付金にて対応
予定。

事業期間 平成２９年度（１年間） 会計種類 一般会計

施　策 　②　美しい街並み、公園、緑地を整備する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業主体

事業目的

　二丈コミュニティプラザの駐車場を整備し、公園利用者の
利便性を図るとともに、憩いの場、コミュニィティ活動などの
場としての機能充実を図る。

糸島市

事 業 内 容

　二丈コミュニティプラザ北側に公園利用者のための駐車
場及び広場を設け、雨水排水処理のための側溝設置等を
行う。

校区一人当たり公園面積（㎡/人） 6.17 6.17 6.66

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

11,300 11,300

合計

8,400 8,400

2,300 2,300

事業費（A）

従事職員数(人) 0.2

総コスト（A＋B） 23,740 0 0
総コスト
計

23,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割
合(%)

7.3

22,000 0 0 22,000

公園施設整備（駐車
場、側溝設置）及び
用地測量

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

社会資本整備総合交付金
（賑わいのまちづくり分）

国庫支出金 社会資本整備総合交付金要綱 40％

地方債 地方債 公共事業等債 90％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

福岡県バス運行対策費補助金 県支出金 福岡県バス運行対策費補助金交付要綱
50%

※上限額あり

人件費（B） 3,828 3,828 3,828
人件費割
合(%)

5.1

総コスト（A＋B） 77,393 74,811 74,811
総コスト
計

227,015

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金

国庫支出金 地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱
50％

※上限額あり

事業費（A）
(25,327) (25,327) (25,327) (75,981)

73,565 70,983 70,983 215,531

事業費内訳
（主なもの）

補助金 補助金 補助金
国庫支出金、県支出
金は、運行事業者へ
直接交付。

従事職員数(人) 0.44 0.44 0.44
平均人件
費

8,700

その他

一般財源
72,274 70,983 70,983 214,240

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
(18,682) (18,682) (18,682) (56,046)

県支出金
(6,645) (6,645) (6,645) (19,935)

1,291 1,291

地方債

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

政　策 （３）交通環境の整備充実

施　策 　⑥　便利で効率的、安全・安心な公共交通の充実を図る

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事 業 名 地方バス路線運行事業（九大線以外） 担当部課 企画部 地域振興課

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

278,863

2 1 7昨年度の実施計画に
計上した総事業費

－ 千円 － 千円

市民 バスの利便性向上
活動指標 運行補助路線数 10路線 11路線 11路線

成果指標 バス利用者数（人）
227,219人

（H18年度末）
378,084人

（H27年度末）
433,000人

（H31年度末）

事業目的

　「糸島市地域交通計画」の事業計画に基づき、市内のバ
ス交通を整備充実することによって、市民の生活交通手段
の確保や交通不便地域の縮減等を図る。

事業主体 糸島市、昭和自動車㈱

実施方法 補助

事 業 内 容

≪運行費補助≫
　糸島市コミュニティバスの運行補助
（市街地循環線、白糸線、雷山線、曽根線、井原山線、川
原線、前原今宿線、初深江線）
※欠損額相当分を補助
　昭和バスの運行補助（芥屋線、船越線、野北線）
※欠損額相当分を補助
≪市単費分≫
　バス停のベンチ等整備費

進捗状況
・
現状

　平成２６年１月２０日より、中心市街
地の回遊性向上のため、「市街地循
環線」の運行を開始。
　同じく平成２６年１月２０日より、市
内バス運賃（コミュニティバス、昭和
バス）について、２００円定額運賃を
導入。
その結果、平成２７年度利用者数は
対前年比5.3％増加。

事業期間 平成２２年度 ～ 平成３１年度（１０年間） 会計種類 一般会計

総事業費 611,602 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費（A）

事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5

人件費（B） 4,350

ヤングシニア生きいきプロジェクト(スポーツチャレンジ
事業)

担当部課 教育部 生涯学習課

事業目的

　スポーツを始めるきっかけづくりとスポーツ習慣及び健康
志向の定着を図る。 糸島市

事 業 内 容

　ラグビーワールドカップやオリンピック・パラリンピックの日
本開催をひかえ、全国的にスポーツ振興の機運が高まる
中、本市においてもこれらを契機にスポーツ振興を図る。
　①一流アスリートによるスポーツ教室（講演や指導）
　②スポーツ・ニュースポーツ指導等の拡充
　③スポーツを始めるきっかけとなる体験教室等の実施

総事業費 8,115 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

8,115
10 5 1昨年度の実施計画に

計上した総事業費
－ 千円 － 千円

実施方法 直営

進捗状況
・
現状

　現在運動を行っている市民は、３
人に１人の割合。
　何らかの運動は行いたいとの意識
はあるが、運動を行うきっかけがない
状況がある。

事業期間 平成２９年度 ～ 平成３１年度（３年間） 会計種類 一般会計

施　策 　⑦　スポーツ環境を整備する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業主体

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （２）生涯学習機会の充実

事 業 名

1 1 4

成果指標 意識して運動をしている人の割合（％） 34.6 34.6 40
市民

健康になりたい
スポーツをしたい

活動指標 体験教室やスポーツ教室の実施（件）

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

合計

1,352 1,352 1,352 4,056

1,353 1,353 1,353 4,059

4,350 4,350
人件費割
合(%)

61.7

2,705 2,705 2,705 8,115

報酬、報償費
旅費、需用費

報酬、報償費
旅費、需用費

報酬、報償費
旅費、需用費

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 50%

総コスト（A＋B） 7,055 7,055 7,055
総コスト
計

21,165

特定財源の名称
（使途が定められた財源）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

7 1 2昨年度の実施計画に
計上した総事業費

－ 千円 － 千円

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
糸島ブランドの推進
地域経済の循環・拡大
定住化促進への好影響

活動指標 －

総事業費 47,977 千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

款 項 目

47,977

－ － －

成果指標

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

事 業 名 いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 担当部課 企画部 秘書広報課

実施方法 全面委託

進捗状況
・
現状

・現在、メディアでは福岡、関東を中
心に活発な無料取材が行われてい
る。この動きを継続させるためにも、
その誘引策として、有料広告等によ
る積極的な活用が必要。
・今後は関西以西への働きかけ、及
び、観光や産物等の具体的な楽し
み方のアプローチが重要。
・特に関東圏では総合的、継続的な
シティセールスが求められる。

事業期間 平成２９年度 ～ 平成３１年度（３年間） 会計種類 一般会計

施　策 　⑪　観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業主体

事業目的

　全国への糸島市の認知度の向上、福岡都市圏への糸島
市の新たな過ごし方等の提案のため、雑誌・テレビ等の取
材を誘導し、糸島ブランドの推進を図る。

雑誌社等、番組制作会社等

事 業 内 容

①読者数が多い出版社等に糸島市を取材ＰＲしてもらう。
そのことにより、他の出版社等の後追い無料取材の意欲を
刺激する。
②糸島市のブランド推進計画に基づく番組を制作し、他の
番組制作の方向性に作用させる。
③東京事務所サービスを活用することでアンテナ機能を充
実させ、関東圏における総合的、継続的なシティセールス
を展開する。

【雑誌】全国誌での大型特集無料掲載（千円）
【テレビ】糸島の風土を特集する無料番組（本）

0
0

50,000
4

20,000
3

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

合計

4,000 4,000 8,000

4,000 8,000 12,000

4,000 4,000

事業費（A）

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

24.6

8,000 8,000 8,000 24,000

委託料 委託料 委託料
事業費内訳
（主なもの）

平均人件
費

8,700

地方創生推進交付金 国庫支出金 地域再生法 1/2

糸島市ふるさと応援基金 その他 糸島市ふるさと応援寄附条例

総コスト（A＋B） 10,610 10,610 10,610
総コスト
計

31,830

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付税
措置率等
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